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７ 以上の次第であるから，本件定数配分規定
が本件選挙当時憲法に違反するに至っていたとい
うことはできないとした原審の判断は，是認する
ことができる。論旨は採用することができない。
よって，裁判官須藤正彦，同大橋正春の各反対
意見があるほか，裁判官全員一致の意見で，主文
のとおり判決する。なお，裁判官櫻井龍子，同金
築誠志，同千葉勝美の各補足意見，裁判官田原睦
夫，同竹内行夫の各意見がある。
裁判官櫻井龍子の補足意見は，次のとおりであ
る。
私は，多数意見に賛同するものであり，本件選
挙当時の投票価値の不均衡は違憲の問題が生ずる
程度の著しい不平等状態に至っていたと考えるも
のである。
もとより，投票価値の平等が憲法の直接要請す
るところであり，参議院であってもその要請が後
退すべきでないことはいうまでもないことであ
り，その要請が一定の限度で譲歩を求められるこ
とが憲法上許容されるのは，二院制に係る憲法の
趣旨や参議院の衆議院に対する位置付け等を踏ま
えて，あるべき参議院の姿にふさわしいものとし
て国会が選択した選挙制度に国会の裁量権の行使
としての合理性が認められることを要するものと
解される。かかる観点から，本件選挙及び過去の
参議院議員通常選挙の推移を見ると，多数意見に
おいて示されているように，選挙区間の較差が１
対５前後あるいはそれ以上に及ぶ状態が既に40年
以上を経過してきているのであり，今日の国政に
おける参議院の役割等も踏まえると，二院制に係
る憲法の趣旨や参議院の衆議院に対する位置付け
等を勘案しても，本件選挙当時の投票価値の不均
衡は，もはや早急に是正すべき状態に達している
といわざるを得ないと考えるものである。そして，
都道府県間の人口較差の拡大が続く中で，現状の
仕組み，すなわち都道府県を単位とする選挙区選
挙を採用する限り，選挙区間の投票価値の較差を
適切に是正することが困難であることは自明のこ
ととなってきている。平成18年の公職選挙法改正
が本来は本件選挙をも射程にして行われたもので
あったにもかかわらず，本件選挙時には平成19年
の前回選挙の時から更に較差が拡大し，最大較差
が５に達する結果になってしまったことからも，
当面の弥縫的な措置では適切に対応し得なくなっ
ていることが十分にうかがえるところである。し
たがって，参議院の選挙区選出議員の選挙につい
ては，もはや都道府県を単位とする現行制度の仕

組みの見直しという抜本的改正を行うことが避け
て通れないところまできているといわざるを得な
いものである。
なお付言するに，参議院における比例代表選挙
と選挙区選挙の組合せという方式については，従
前の全国区選挙と地方区選挙の組合せと同様に，
その運用面において，前者は全国的な観点からの
広い視野や識見を備えた人材を選出し，後者はそ
れぞれの地域の実情・状況に精通した人材を選出
するのに適した機能を持ち得るものと考えられ，
これまでの国会における改正論議を踏まえると，
例えば，比例代表選挙と選挙区選挙の組合せとい
う方式自体は維持しながら後者の仕組みについて
選挙区の単位の都道府県からより広域な区域への
変更等の見直しを検討するなど，改正の方向につ
いては様々な選択肢が考えられよう。立法府にお
いては，投票価値の平等の要請に沿った選挙制度
の見直しに当たり，二院制に係る憲法の趣旨等と
の調和の下に，今後の二院制の在り方も念頭に置
き，上記のような改正案を含めて多様な選択肢を
視野に入れつつ，相応の時間をかけても21世紀の
日本を支えるにふさわしい参議院議員選挙制度の
在り方について十分な議論の上，国民の期待に応
える改革を行う叡智を期待してやまないものであ
る。
裁判官金築誠志の補足意見は，次のとおりであ
る。
私は，多数意見に全面的に賛同するものである
が，多数意見が投票価値の著しい不平等状態を解
消するために選挙制度の仕組み自体の見直しが必
要である旨説示している点等に関し，若干の私見
を付加しておくこととしたい。
１ 投票価値の較差と憲法上の平等原則に関す
る私の考え方は，多数意見の引用する平成21年９
月30日大法廷判決の補足意見において述べたとお
りであり，そこに述べた見解に照らし，本件選挙
当時の投票価値の不均衡は違憲の問題が生ずる程
度の著しい不平等状態に至っていたとの多数意見
の判断に賛成する。
２ いかなる仕組みの選挙制度を採用するかに
ついて，憲法上，国会に広範な裁量権があること，
また，制度の見直しに当たっては，二院制の下に
おける参議院の役割，在り方を踏まえるべきであ
ることは，いうまでもない。衆議院と参議院との
役割分担が明確であり，選挙制度もそれぞれの役
割にふさわしいものとなっていることが望ましい
ことに，異論は少ないであろう。

この観点から憲法の定めるところを見ると，内
閣総理大臣の指名，予算の議決，条約の承認等に
ついて衆議院が優越するものとされていること，
衆議院に解散があるのに対し，参議院には解散が
なく，議員の任期も衆議院議員のそれに比して長
くかつ半数改選とされていることに照らせば，衆
議院について，民意が時宜にかなって反映されや
すいシステムとするとともに，国政の最重要事項
の決定における優越的な地位を認める一方，参議
院については，国政に継続性，安定性をもたらす
役割を，憲法が期待していることは確かであろう。
また，両院相互のチェック・アンド・バランスが
期待されていることも，二院制を採っている以上，
当然であろう。しかし，参議院に期待される上記
のような役割は，甚だ抽象的であり，どのような
選挙制度がその役割にふさわしいかも，憲法の規
定からは判然としない。
現在，参議院も衆議院とほぼ同様な政党化が進
み，選挙制度も似通ったものとなっているが，両
議院の議員がいずれも国民の直接選挙とされ，議
員の選ばれ方に基本的な差異がないこと，憲法上
読み取れる参議院に期待される役割が抽象的であ
ることに加え，国政の運営にとって必要欠くべか
らざる法律案の議決において参議院の存在が極め
て重いところから，与党も野党も参議院において
多数を占めることを目指さざるを得ないのであっ
て，好むと好まざるとにかかわらず，参議院の政
党化は自然の趨勢であったように思われる。
そうしてみると，憲法の規定からも，また，民
主主義的政治体制の在り方からしても，参議院の
性格ないし役割に，衆議院よりも格段に大きな投
票価値の較差を許容する根拠を見いだすことは，
困難であるといわざるを得ない。
３ 選挙制度の仕組み自体の見直しの方向に関
し，多数意見は，都道府県を単位として各選挙区
の定数を設定する現行の方式を，しかるべき形で
改めることも考慮すべきである旨示唆している。
投票価値の著しい不平等を解消する方法は，理論
上はこれ一つに限られるわけではないが，選挙区
選挙を存置する限り，その選出議員の総数と選挙
区割りという二つの要素を変動させるしかないの
であるから，現実の選択肢が多いわけではない。
議員定数削減の流れの中で，逆にこれを増加させ
ることは考え難く，また，選挙区選挙を廃止して
比例代表のみとしたり，比例代表を廃止ないし大
幅に減少させてその分選挙区選挙の定数を増やす

といった方法も採用できないとすれば，事実上，
選挙区を現在より大きな単位に拡大するという方
法しか残らないのではなかろうか。前参議院議長
から，選挙制度見直しのたたき台として，都道府
県の枠を超えるブロック単位の選挙区が提案され
たのは，この意味で頷けるものといえよう。
都道府県が歴史的にも政治的，経済的，社会的
にも独自の意義と実体を有していることを認める
に かではないが，国会に対しその代表を派遣で
きる地位を憲法上保障されているというわけでは
なく，選挙区単位の見直し以外の選択肢を排除す
る場合には，都道府県を選挙区単位とする意義な
いし合理性は，投票価値の著しい不平等の解消と
いう憲法上の要請に，一歩を譲らざるを得ないと
考える。各地方・地域の実情を国政に十分に反映
させることが重要なのはもちろんであるが，それ
を実現する方策として，都道府県単位の選挙区が
唯一のものでないことは明らかである。実情のき
め細かな反映ということならば，より狭い地域を
選挙区とする衆議院の選挙区の方が優っていると
もいえるし，広域的な地方行政の観点から，道州
制の方が望ましいという議論も，従来から盛んで
ある。要は，投票価値に係るいわゆる違憲状態の
解消を前提とした上で，衆議院の選挙制度ともあ
いまち，地方の実情も含め，民意が公正かつ効果
的に国政に反映される選挙制度を設計することが
必要とされているということであろう。
４ 選挙制度の仕組み自体の見直しは，容易な
作業ではなく，相当程度の時間を要することはや
むを得ない。しかし，投票価値の平等が憲法上の
要請であることに鑑み，仕組みの見直しによるい
わゆる違憲状態の是正の可及的に早期の実現に向
けて，真摯かつ具体的な検討が進められることが
強く期待されるところである。
裁判官千葉勝美の補足意見は，次のとおりであ
る。
私は，多数意見に賛同するものであるが，参議
院議員選挙制度と人口比例原則との関係及び二院
制に係る憲法の趣旨と投票価値の較差が許容され
る場合について，次の点を補足しておきたい。
１ 参議院議員選挙制度と人口比例原則につい
て
\ 我が国は，全国的に均質性の高い中央集権
的な国家であり，広域の普通地方公共団体である
都道府県についても，歴史的，社会的に地方自治
の担い手として形成された，政治的・行政的にま
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